












研究目的 

 昭和 55 年度,56 年度の報告で述べたように,ハイ・リスク因子を持った妊婦は,軽度の羊

水混濁,軽症の妊娠中毒症,各種の胎児徐脈,分娩時出血多量などまで含めると 75.5%にも

達する。しかし,新生児仮死発生率をみると,リスクの低い 2,135 例中 1.08%に対して,これ

らハイ・リスク群 6,569 例中 8.27%と有意に高い。 

 このようなハイ・リスク因子を持つものでも妊娠中や分娩時の胎児管理の改善によって

新生児仮死率,周産期死亡率が著明に低下し得ることを示した。 

 これらのハイ・リスク因子を持つ症例のうち特にリスクの高いものを選出して集中的に

妊娠,分娩管理を行ない,更に出生したハイ・リスク児を直ちに NICU に収容して適切な処置

を行なうことは更に児の予後を良好にすることは,従来も指摘されてきた所である。 

 NICU を中心とした新生児救急システムは多くの専門家の努力により,各地域の特徴を生

かした様々な方法が案出され既に大きな成果をあげている。しかし,同時に出生後に産科医

療施設より NICU へ移送する方法の限界もまた多くの人より指摘されていることである。 

 その問題点を列挙する。 

 ①ハイ・リスク児に対して,出生直後からの適切な処置ができない。 

 ②妊娠中・分娩中の情報が十分に得られない。 

 ③移送中の体温低下,呼吸障害,低血糖などの緊急事態に対する処置が十分にできない。 

 これに対して,産科救急施設を NICUを併設した母子救急センターあるいは周産期集中治

療施設(周産期センター)の設置が様々な形で提案されてきた。 

 1971 年母子救急センターの構想 

 1975 年僻地における母子救急医療の構想 

 1976 年大都市の母子救急対策 

 1980 年周産期医療の地域化構想 

 しかし,広い地域を包含した周産期医療システムはいまだ実現されていない。これは広い

地域を片寄りのないように組織する必要があるため,極めて強い行政的な関わりが必要で

あるにもかゝわらず,それを押し進めるに必要な長期的展望を持ち得ていない点もある。同



時に,地域により多少の差はあるが,医療そのものの中に,そのような地域化を進めること

にマイナスに働くものが存在することも確かである。 

 水準の高い医療施設が多く存在するにもかかわらず,組織化の困難な東京の場合を例に

して問題点を明らかにすることを目的とする。 


